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民族的な伝統となることも多いとされる１）。
共通した言語を有することは、外的な要素の
表象ばかりでなく、思想や価値をも含む内的
な関係を形作るうえで自他の区別を最もつけ
易いものである。それゆえ言語は民族集団の
中核といえるものである。
　しかし、この言語が地政学的にまたは経済
的に他の大言語の影響により損なわれていく
ことがしばしば見られる。19世紀以降のコロ
ニアリズムの影響は大きく、植民地形成の過
程で宗主国の言語が植民地下の地域言語に
とって代わる姿は地球上の至る所で見られた。
アイヌ語も日本の植民地主義的な蝦夷地支配、
北海道開拓の過程で日本語に置き換えられて
序
　言語を使用するのは人間の特性である。現
在6000以上の言語が地球上には存在するとい
われるが、そのほとんどが少数言語であり絶
滅の危機に瀕しているものも多い。言語系統
を同じくする集団を語族というが、これは民
族系統と重なる部分が大きい。民族自体が言
語を中核に据えた概念であるともいえるから
である。一概に民族を定義することはできな
いが、例えば、文化の伝統を共有することに
よって歴史的に形成され、同族意識を持つ
人々の集団。文化の中でも特に言語を共有す
ることが重要視され、また宗教や生業形態が
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　消滅の危機に瀕する言語といわれるアイヌ語は、近年アイヌ復興の動きの中でニーズ
も増えてはおり、学習者も増加はしている。しかし、アイヌ語の復興再生を想定した時、
残念ながら現状では目に見えた成果が上がっているとは言い難い。
　そこで本論では、アイヌ民族の人々にとってアイヌ語とはどのような意味をもつ言語
であるのかという視点から、彼らのアイヌ語への意識を探るとともに、近年の北海道の
動向を踏まえて、アイヌ語学習の可能性を求めていくことにする。そこではアイヌ語を
民族言語としてのみ考えるのではなく、日本の文化的財産としてとらえる多文化教育的
な視点も考慮していく。そして、アイヌ語を日本における先住民族の言語としてとらえ
たとき、どのように位置づけ発展させていったらよいのか、近年採択された先住民族の
権利に関する国際連合宣言を踏まえて、先住民族の言語権という視点からも考察してい
きたい。
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Ⅰ　アイヌ民族にとってのアイヌ語
　アイヌ語の母語話者は極めて少なくなって
いる。これは明治以降のアイヌ語が置かれて
きた現状を表しているものである２）。今では
大半のアイヌ民族の人々は日本語を母語とし
て生まれ、育ち、生活をしている。では、現
在のアイヌ民族にとってアイヌ語はどのよう
な意味を持つものなのだろうか。民族と母語
の視点から考えてみることにする。北海道ア
イヌ協会に所属するアイヌ民族の人々に北海
道庁は「北海道アイヌ生活実態調査」を７年
毎に行っている。ここでは最新の平成18年度
版をもとに、アイヌ文化・アイヌ語の項目を
参照してみる。
　アイヌ文化の中でのアイヌ語の認知度は、
アイヌ舞踏に次ぐ49％（実数304人／620人中）
の人々がアイヌ語を認知している３）。約半数
の人々がアイヌ語を知っていると言っている
が、その詳細（表１）を見ると、認知してい
る人の中で ｢よく知っていて教えることがで
きる｣ と答えた割合は、4.6％と低い。「教え
ることはできないが、ある程度なら知ってい
る」という割合は25％。大半は ｢体験や本な
どで知っている｣ 70.4％という結果になって
いる。ここの結果から、アイヌ語を教授でき
るまで堪能な人は、この調査による実数では
28人足らずということがいえる。
　他方でアイヌ語自体の使用程度を問う項目
が掲載されている（表２）。調査対象者は、
712人である。これによれば、「アイヌ語会話
いった。
　今日アイヌ語の母語話者はほとんどおらず
消滅の危機に瀕する言語（危機言語）と認識
されている。では、アイヌ語はどのように扱
われているのだろうか。現在アイヌ語を学習
する機会は限定的である。学習会や講座の数
も限られ、地域な偏重もある。またマスメディ
アでの恒常的な学習機会は北海道では見られ
るが、全国的にアイヌ語を耳にする機会はほ
とんどない。近年北海道内での貴重な学習機
関であったアイヌ語教室がアイヌ用語学習講
座に置き換わり、このとき複数の教室が閉鎖
された。アイヌ語は政策的な展開がなされな
ければ、ごく近い将来消滅する可能性が大き
いと予見されるが、学習の機会が狭められた
ことで、一層困難さは増すだろう。
　そこで本論では、アイヌ民族の人々にとっ
てアイヌ語とはどのような意味をもつ言語で
あるのかという視点から、彼らのアイヌ語へ
の意識を探るとともに、近年の北海道の動向
を踏まえて、アイヌ語学習の可能性を求めて
いくことにする。そこではアイヌ語を民族言
語としてのみ考えるのではなく、日本の文化
的財産としてとらえる多文化教育的な視点も
考慮していく。そして、アイヌ語を日本にお
ける先住民族の言語としてとらえたとき、ど
のように位置づけ発展させていったらよいの
か、近年採択された先住民族の権利に関する
国際連合宣言を踏まえて、先住民族の言語権
という視点からも考察していきたい。
表１　どの程度知っていますか
区分 実数 よく知っていて教えること
ができる
教えることはできないが、
ある程度知っている
体験や本などでは知ってい
る
アイヌ語 304人 4.6% 25.0% 70.4%
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人々が、アイヌ語学習への期待を寄せている。
これらの結果から考えられることは、現状に
おいてはアイヌ語ができず、知識もほとんど
ないのだが、学習の機会があれば、アイヌ語
を学習し話せるようになりたいと思う潜在的
な学習者がきわめて多いということが言える
のである。おそらく、母語ではない言語を獲
得したいと望む背景には、自らがアイヌ民族
であることへの帰属意識が働いているのでは
ないだろうか。これを裏付けるものとして、
今後重点的に行う分野はどの分野であるかと
いう問い（表４）への回答で、一番多いのが
アイヌ語（46.9％）という結果が示されてい
る。つまり、アイヌ文化振興の中ではアイヌ
語の普及活動が一番望まれているということ
になる。この結果は北海道大学が2009年に
行った『北海道アイヌ民族生活実態調査』の
なかでも同様な結果になっており、アイヌ語
へのかかわり方を求める回答が他の文化活動
よりも大きいものとなっている４）。
ができる」という割合は0.7％。うち60歳以
上の高齢者が177人中の2.3％で、４人。30歳
代で１人という数値となっている。高齢者は
母語話者か潜在的な母語話者と考えられるが、
極めて少ない。危機的な言語状況にあること
を反映しているといえる。30代の一人は第二
言語等として獲得したものであることは、間
違いないだろう。これを見る限りにおいては、
60％以上のアイヌ民族の人々がアイヌ語につ
いての知識を持っていないことが示されてお
り、知識を持っていたとしても単語か挨拶レ
ベルのものであることが推察される。つまり
大半のアイヌ民族の人々にとってアイヌ語は
日常生活とは無関係なものであり、知識的に
も脆弱といえる。
　しかし、「今後アイヌ語を覚えたいと思いま
すか」という今後の期待感を問う問い（表３）
に関しては次のような結果が示されている。
　各年齢層で、「積極的に覚えたい」「機会が
あれば覚えたい」の回答が多く、60％前後の
表２　アイヌ語についてどの程度できますか。
（％）
区分 総数
（712人）
30歳未満
（133人）
30歳代
（97人）
40歳代
（131人）
50歳代
（168人）
60歳代
（177人）
不詳
（６人）
会話ができる 0.7 0.0 1.0 0.0 0.0 2.3 0.0
少し会話ができる 3.9 0.8 0.0 3.8 4.2 8.5 0.0
話すことはできないが、アイヌ語
を少しは知っている
32.4 15.8 33.0 35.1 37.5 38.4 16.7
話すことも、聞くこともできない 61.2 79.5 66.0 60.3 57.7 49.2 50.0
不詳・無回答 1.7 3.8 0.0 0.8 0.6 1.7 33.3
表３　今後、アイヌ語を覚えたいと思いますか。
（％）
区分 総数
（712人）
30歳未満
（133人）
30歳代
（97人）
40歳代
（131人）
50歳代
（168人）
60歳代
（177人）
不詳
（６人）
積極的に覚えたい 6.0 2.3 5.2 6.1 4.8 10.2 16.7
機会があれば覚えたい 54.6 47.4 57.7 64.9 58.9 47.5 33.3
覚えたくない 36.4 45.1 36.1 27.5 34.5 39.5 0.0
不詳・無回答 2.9 5.3 1.0 1.5 1.8 2.8 50.0
― 234 ―
埼玉学園大学紀要（人間学部篇）　第12号
れているわけではない。
　アイヌ語教育の普及啓発に力を注いでいる
ところが、財団法人アイヌ文化振興・研究推
進機構である。ここは「アイヌ文化の振興並
びにアイヌの伝統等に関する知識の普及及び
啓発に関する法律」（「アイヌ文化振興法」
1997年５月14日）の施行によりその理念を実
現するために設立された財団である。ここで
は様々なアイヌ民族関連の事業が行われ、ア
イヌ語に関する事業も行われている。なかで
もアイヌ語啓発事業として行われている北海
道のSTVラジオ放送によるアイヌ語講座は、
平成11年から毎週行われている５）。その他に、
中級話者を対象にした地域教育としてのアイ
ヌ語上級講座や指導者を育成するためにアイ
ヌ語研究者などの協力を得て、アイヌ語の文
法や言語学の基礎を踏まえた指導方法など実
習するアイヌ語指導者の育成事業も行われて
いる６）。また上級者への口承伝承者養成事業
も設けられている。
　近年アイヌ民族の親子を対象とした親と子
のアイヌ語学習も行われるようになり、アイ
ヌ語やアイヌの伝統や文化の保存を図ってい
る。このほかにも習得レベル及び各方言にも
対応したアイヌ語のテキストの作成や学習成
果を発表する場と同時にアイヌ語を直接耳に
する機会を設け、アイヌ語の普及を図ろうと
する弁論大会も開催されている。このように
アイヌ文化振興・研究推進機構のアイヌ語事
業は多域にわたるが、これを支えるものが、
道内各地に置かれていたアイヌ語教室の存在
であった。
　道内には北海道アイヌ協会が北海道の委託
事業７）として14か所の支部にアイヌ語教室を
2010年まで開催していた。ここではアイヌ民
族の人々のみならず、地域に居住する和人の
　以上のように、アイヌ民族にとってアイヌ
語とはすでに母語ではなく、学習して獲得し
なければならない言語になっている。アイヌ
語の必要性を感じていない者も少なからずい
るが、アイヌ語は民族の代表的文化、つまり
アイヌ文化の象徴としての役割を持っており、
民族的な帰属性のもとでは獲得したい言語と
なっている。では、アイヌ語はどのようにし
て学ぶことができるのか次に考えてみる。
Ⅱ　アイヌ語学習の方法
　アイヌ語は日常的な言語ではない。アイヌ
民族にとっても、もはや学習して獲得しなけ
ればならない第二言語となっている。では、
アイヌ語を学習することは容易なのであろう
か。
　一般的に考えられ学習法は、市販の参考書
での学習が最も簡便な方法である。英語など
外国語を語学学校で学ぶように、アイヌ語を
専門的に学べる語学学校はほとんどない。道
内や首都圏の大学の中には、アイヌ語教育を
行うカリキュラムが設置されているところも
あるが、一般学習者への開放は積極的に行わ
表４　今後重点的に行う分野はどの分野だと
思いますか。
区分 実数（人） 620人中（％）
アイヌ語 291 46.9
叙事詩（ユーカラ等） 33 5.3
歌 68 11.0
楽器（ムックリ等） 44 7.1
民族舞踏 171 27.6
祭事 213 34.4
編物 21 3.4
刺繍 118 19.0
織物 55 8.9
伝統的漁法 36 5.8
調理 55 8.9
木彫 81 13.1
生活習慣 ‐ ‐
その他 27 4.4
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語学習ではなく、文化財保護法の範囲でアイ
ヌ語の学習をする場と規定されていた。その
ためこのような名称とされている10）。従来は
各支部ごとに学習カリキュラムは作られてお
り、文化庁も北海道庁も内容的に踏み込んだ
指導を行うわけではなかったため、アイヌ語
教室では学習内容を自由に決定することがで
きたのであった。2011年以来の用語学習講座
は、規模と予算面での見直しもあり、当該官
庁から事業内容自体にも細かな指導が入り、
これまでを踏襲した内容で講座が開くことが
できなくなったようである11）。
　以上のことから考えると、アイヌ語を学習
することは可能ではあるが、相当の制約を受
けるものとなった。しかも、これは道内での
事例であり、道外の地域では学習機関での学
習はさらに難しく、より深いものを発展的に
学習しようとすることはきわめて困難な状況
にあることがわかる12）。
　では、アイヌ語を学校教育で教えることは
できないものであろうか。学校教育のカリ
キュラムは国公立学校の場合、学習指導要領
で規定され、私立学校においても準拠してい
る。アイヌ語指導については、とくに指示は
されておらず教科の中で学習する内容とは
なっていない。この点が日本語（国語）とは
大きく異なる。しかし、アイヌ語は日本の固
有の言語であり、それを培ってきた歴史的、
社会的背景を持つ文化遺産である。今も継続
する伝統であり知の宝庫であるということが
できる。アイヌ民族にとっては、アイヌ語は
民族の象徴としての意味を持つものであり、
先住民族の視点を踏えるならば、学習の機会
は広げられるべきものだろう。では、このよ
うな言語を一般的に学校教育で学習する意味
学習者も多数参加し、月２～４回の割で初歩
的なアイヌ語やアイヌ文化の学習が行われて
いた。費用もかからず意志があればだれでも
参加できる社会教育の場であった。独自の教
材を使うことが多く、その内容も実施教室ご
とに異なり、独自のカリキュラムで参加者の
興味関心を踏まえながら講座を組み立ててい
たといっていいだろう。日常会話や言い回し
といった口語のアイヌ語表現からユーカラの
聞き取りや解説という生活では聞くことの途
絶えてしまったアイヌ語の姿を学習すること
ができた。その他にも地名研究や古来の生活
や儀式の説明など、アイヌ語をもとにしたア
イヌ文化の全般を包括したものとなっていた。
語学的な教養と同時にアイヌ文化への造詣を
深めるものといえた。いわゆる一般的な語学
教育とは異なり、文法や表現法のドリル的な
授業展開をすることが趣旨ではなかった８）。
　しかし、このアイヌ語教室も2011年よりア
イヌ用語学習講座と改められることとなった。
北海道アイヌ協会が北海道の委託事業として
行っている点では、従来のアイヌ語教室と同
じであるが、学習上の内容に制限が加えられ
た。用語学習講座では、アイヌ文化に関連す
る文化財を理解するための基本的な用語を学
ぶ学習と規定され、アイヌ語の語学的な学習
をする場とは捉えられていない。会場も７か
所と縮小した９）。この経緯には北海道アイヌ
協会支部の不適正な会計処理問題があり、そ
れの再発防止のために事業の適正実施が厳格
化されたことにある。用語学習講座という名
称自体は文化庁の事業内容の項目として従来
からあったもので、アイヌ語教室というのは
北海道アイヌ協会で一般的に使われていた名
称であった。すなわち、一般的にアイヌ語教
室と呼ばれていた講座は、文化庁ではアイヌ
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た14）。すなわちこれまで学校教育では方言の
使用すら基本的には勧められてこなかった。
しかし、近年方言は教育の場でも用いられる
ようになっており。総合的な学習の時間など
での学習もおこなわれてきている。
　アイヌ語を地域言語としてとらえるならば、
道内のようにアイヌ民族の子弟が多く居住し、
アイヌ語地名など多く残る地域においては、
有効な学習といえるのではないだろうか。ア
イヌ民族の子どもたちが自己の帰属する集団
の言語を公教育の場で学習することは、自己
肯定感を高める、生き方そのものを積極的に
進めることができる要素となろう。またマ
ジョリティの日本人の子供にとっても、多文
化的な見識を広め地域文化の豊かさを体感で
きるものとなると同時に、それが民族共生の
意識を涵養していく促しとなって行くだろう。
　以上のように考えるならば、アイヌ語を学
校教育で学習することには、日本の伝統文化
の学習、日本社会の多文化受容の意識を促し、
そしてアイヌ子弟の人間形成の伸展などと幅
広い意味を見出すことができる。アイヌ語学
習は学校教育の中でむしろ行うことが望まれ
る項目であると考えられる。しかし、全国的
に広範囲で学習するには学習指導要領の根本
的な見直しが必要であり、そのためには日本
におけるアイヌ語学習の意義を確立しなけれ
ばならないことが課題となる。しかし、道内
の地域学習として総合的な学習の時間、学校
設定科目などで行う事例はあり、地域や保護
者の理解があれば、それを広げることはさほ
ど難しいことではない15）。
　では、アイヌ語を学ぶこと、さらにはアイ
ヌ語を使えるようになることはどのような意
味を持つのであろうか。民族的当事者の立場
から考えてみることにする。
はどこにあるのだろうか。
　まず考えられることは、アイヌ語が日本固
有の言語であり、日本の言語文化の豊かさを
象徴するものであるという、多文化的な視点
である。これを学ぶことはアイヌ文化の担い
手であるアイヌ民族の存在に目を向け、非日
本民族の存在を認知し、日本の多様性のもつ
広がりを誇る意識を広げることになるだろう。
アイヌ語はすでに存続が危ぶまれ、日常的に
は使われていない言語である。日本の文化・
伝統を学ぶことが推奨される今日、アイヌ語
やアイヌ伝承は文学的蓄積も豊富で、その点
では古典と類似しているともいえる。国語に
おいて古典を学ぶことに関しては、「古典の指
導については、古典としての古文や漢文を理
解する基礎を養い古典に親しむ態度を育てる
とともに、我が国の文化や伝統について関心
を深めるようにすること」とある13）。我が国
の文化や伝統を知り深める目的があることが
わかる。この点から考えるならば、アイヌ語
も日本の伝統的と文化的所産とすることがで
きる。
　アイヌ語は北海道の地域的な課題として意
識される色彩が強いものではあるが、学校教
育現場で地域色を打ち出した国語教育はこれ
まで積極的には行われてこなかった。地域言
語である方言を学習することは、戦後教育の
中でも一般的には行われてこなかった。小学
校学習指導要領　昭和33年版では「小学校の
第六学年を終了するまでに、どのような地域
においても、全国に通用することばで、一応
聞いたり話したりすることができるようにす
る」という記述があり、昭和43年版以降平成
元年版まででは、「共通語と方言とでは違いが
あることを理解し、また、必要に応じて共通
語で話すようにすること」などと記載があっ
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ションの道具であり、思考の媒体である。諸
所の知識の集積が言語によってなされ、他言
語では補完することのできない知の体系が構
築され保有されることになる。そしてその言
語を活用することにより知のインデックスを
参照することができるのである。すでにアイ
ヌ語は母語ではなくなったとしても、アイヌ
語を再獲得しその知の体系を再活用すること
は有意義なことである。固有の言語は民族集
団が作り上げた知の体系、言い換えるならば
民族の文化的遺産である。帰属している民族
の遺産をそのメンバーが自己の遺産として継
承することは、その相続人の権利である。こ
れも言語権と呼べるものであろう。
　言語権をめぐる議論は、はじまったばかり
であるが、民族が独自の言語を使用すること、
または使用しようとすることで生じる差別を
禁止する考え方は、国際社会の中では戦後の
早い段階からみてとれる。国際連合で採択さ
れたものを抜粋してみると、次のようなもの
がある。
【世界人権宣言】（1948年国連採択）
第２条：すべて人は、人種､ 皮膚の色､ 性､
言語､ 宗教､ 政治上その他の意見､ 国民的も
しくは社会的出身、財産､ 門地その他の地位
又はこれに類するいかなる事由による差別を
も受けることなく､ この宣言に掲げるすべて
の権利と自由とを享有することができる。
【市民的および政治的権利に関する国際規約
（国際人権規約Ｂ規約）】（1966年国連採択）
第２条の１：この規約の各締約国は、その領
域内にあり、かつ、その管轄の下にあるすべ
ての個人に対し、人種、皮膚の色、性、言語、
宗教、政治的意見その他の意見、国民的若し
Ⅲ　言語の権利の重要性
　自分が生まれ育った言語を使うことは権利
として認められるものである。なぜならば、
自己が生まれ育った言語を使わなければ表現
することができない意味、感情、意志の表現
があるからである。他の言語では置き換える
ことができないため、それを奪われることは
心的なフラストレーションを生み、精神的な
抑圧が加えられることになるからである。こ
れは戦前各地で行われた方言撲滅運動による
例によっても明らかにされている16）。明治期
のアイヌ民族はこうした抑圧が加えられ、民
族的な衰退に至ったことは明らかになってい
るが、現在のアイヌ民族の人々にとって母語
は日本語であり、必ずしもアイヌ語の使用を
阻止されても精神的な抑圧とはならない。
　では、現在のアイヌ民族の人々にとってア
イヌ語が使用できない、またはアイヌ語を使
用しない環境とはいかなる意味をもつものな
のだろうか。アイヌ語がもつ歴史的な文化背
景はアイヌ民族が固有に持ってきた歴史であ
る。北海道における古い地名のほとんどはア
イヌ語地名といわれ、アイヌ民族が先住して
いた証ともなる。今も記録に残る口承伝承は
文学的評価も高く、民族的な文化遺産でもあ
る。この基底にあるアイヌ語は民族的なアイ
デンティティに依拠するものである。民族独
自の言語にアクセスしたり表現できない状態
に置かれることは、民族的言語文化を否定さ
れることを意味する。つまり、アイヌ民族に
とっては言語を保持、使用する権利、すなわ
ち言語権が侵害されていることを意味する。
　その点を考える上で重要になってくるのが、
言語の本態である。言語とはそれを使う集団
にとって欠くことのできないコミュニケー
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【民族的又は種族的､ 宗教的及び言語的少数
者に属する者の権利に関する宣言（少数者の
権利宣言）】（1992年国連採択）
　第２条：国民的又は種族的、宗教的及び言
語的少数者に属する者は、内密に及び公然と、
自由にかついかなる形態の差別もなしに、自
己の文化を享有し、自己の宗教を信仰しかつ
実践し、及び自己の言語を使用する権利を有
する。
【独立国における先住民族及び種族民に関す
る条約（ILO169号）】（1989年ILO採択）
　第28条：１．当該民族に属する児童は、実
行可能な場合は、自己の先住民族としての言
語又はその属する集団によって最も広く用い
られている言語で読み書きを教えられなけれ
ばならない。これが実行不可能な場合には、
権限のある当局は、この目的を達成する措置
を採用するために、これらの民族と協議しな
ければならない。
　３．当該民族の先住民族言語の保全、及び
その発展と利益を促すための措置がとられな
ければならない。
　これらは差別という人の生存を著しく脅か
す原因因子の一つとして言語も対象としてい
る。言語が皮膚の色や宗教のように人を分類
し易く､ それゆえに差別の引き金となってき
た過去の悪弊を払拭し､ 基本的な人権を守る
上で平和的な社会を築く上で欠かせないこと
であるとの認識のもとで示されたものである。
各条約の文面は国連憲章を踏襲しているもの
となっている。各条約では包括的な箇所にお
いては言語差別に言及しているが、個別条項
では不十分な扱いであることが指摘もされて
いる17）。ただ、このように少数者の言語の使
くは社会的出身、財産、出生又は他の地位等
によるいかなる差別もなしにこの規約におい
て認められる権利を尊重し及び確保すること
を約束する。
　第26条：すべての者は､ 法律の前に平等で
あり、いかなる差別もなしに法律による平等
の保護を受ける権利を有する。このため､ 法
律は、あらゆる差別を禁止し及び人種､ 皮膚
の色､ 性､ 言語､ 宗教､ 政治的意見その他の
意見､ 国民的若しくは社会的出身､ 財産､ 出
生又は他の地位などいかなる理由による差別
に対しても平等のかつ効果的な保護をすべて
の者に保障する。
　第27条：種族的、宗教的又は言語的少数民
族が存在する国において､ 当該少数民族に属
する者は、その集団の他の構成員とともに自
己の文化を享有し、自己の宗教を信仰しかつ
実践し又は自己の言語を使用する権利を否定
されない。
【子どもの権利条約】（1989年国連採択）
　第２条：締結国は、その管轄の下にある児
童に対し、児童又はその父母若しくは法的保
護者の人種､ 皮膚の色､ 性､ 言語､ 宗教的､
政治的意見その他の意見､ 国民的､ 種族的若
しくは社会的出身､ 財産､ 心身障害､ 出生又
は他の地位にかかわらず､ いかなる差別もな
しにこの条約に定める権利を尊重し､ 及び確
保する。
　第30条：種族的､ 宗教的若しくは言語的少
数民族又は原住民である者が存在する国にお
いて、当該少数民族に属し又は原住民である
児童は、その集団の他の構成員とともに自己
の文化を享有し、自己の宗教を信仰しかつ実
践し又は自己の言語を使用する権利を否定さ
れない。
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用に関する権利が打ち出され､ これらが遵守
されることで少数者の置かれる社会的環境の
改善は進展がみられるものであるとも考えら
れる。
　なかでも少数者の権利宣言とILO169号条
約は､ 少数民族､ 社会的少数者又は先住民族
を対象にした法令で､ その権利を包括的に保
護､ 尊重していく意味で出された。前者では
少数者の言語の独自性を保護し､ 促進を働き
かけ、その使用を権利として認め、国家に対
しても少数者の母語教育の十分な機会のため
の措置を求めるものとなっている。後者では
とくに児童の教育条項で先住民族の言語によ
る教育や先住民族言語の保全措置などを国家
に求めている。しかし、少数者の権利宣言は
義務を伴わない履行目標であり、ILO169号
条約を日本は批准していない。その意味では、
国内で法的効力を持つものとは言い難い。し
かし、日本が批准している「国際人権規約Ｂ
規約」に準拠すれば効力を持つ。その第27条
では、「少数民族の権利」として文化享有権が
示されている18）。規約人権委員会は ｢市民的
及び政治的権利に関する国際規約27条に関す
る一般的性格を有する意見｣ 19）で締約国がお
こなう措置を示し、日本政府にその履行を求
めている。その措置のひとつに、｢自己の文化
や言語を享受しかつ実践させ､ 自己の宗教を
実践する権利を保護する｣ ための積極的措置
を講じることとある。つまりアイヌ民族の権
利を進展させる措置が国の義務とされている。
　これらをさらに詳細に規定したのが2007年
に採択された「先住民族の権利に関する国際
連合宣言」である。日本もこの採択には賛同
しており、アイヌ民族を念頭に置いているこ
とは間違いない。
【先住民族の権利に関する国際連合宣言】
（2007年９月13日採択）20）
第13条：歴史、言語、口承伝統など
１．先住民族は、自らの歴史、言語、口承伝
統、哲学、表記方法および文学を再活性
化し、使用し、発展させ、そして未来の
世代に伝達する権利を有し、ならびに独
自の共同体名、地名、そして人名を選定
しかつ保持する権利を有する。
２．国家は、この権利が保護されることを確
保するために、必要な場合には通訳の提
供または他の適切な手段によって、政治
的、法的、行政的な手続きにおいて、先
住民族が理解できかつ理解され得ること
を確保するために効果的措置をとる。
第14条：教育の権利
１．先住民族は、自らの文化的な教育方法お
よび学習法に適した方法で、独自の言語
で教育を提供する教育制度及び施設を設
立し、管理する権利を有する。
２．先住民族である個人、特に子どもは、国
家によるあらゆる段階と形態の教育を、
差別されずに受ける権利を有する。
３．国家は、先住民族と連携して、その共同
体の外に居住する者を含め先住民族であ
る個人、特に子どもが、可能な場合に、
独自の文化および言語による教育に対し
てアクセス（到達もしくは入手し、利用）
できるよう、効果的措置をとる。
　第13条では、言語に関する再活性化が掲げ
られており、先住民族の独自言語の使用、伝
承が権利として提示されている。国はこの権
利を保障し効果的措置を取る義務が課せられ
ており、アイヌ語のようにすでに危機言語と
なってしまっているものへは再活性化（言語
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体系も意識されることなく日常の端々で使わ
れていることもある｡ 人々はおかれた時間や
空間との関係のなかで民族言語を意識し、こ
れを精神的なよりどころとしているケースが
多いのである。
　現在の危機言語といわれている言語を母語
とする言語集団の人々のおかれた状況は､ 例
外なく政治的・経済的に影響力のある大言語
との対峙に遭遇したり、国内での主流言語か
らの圧力がある、または過去においてあった
場合である。こうしたマイノリティの言語集
団の人々にとって言語権は､ 自らの民族の言
語をもとに、その言語でしか表現できない微
妙なニアンスで表現したり、過去からの知の
蓄積をもとに新たな知を重ねたりすることが
自由にできることである。自らのことばで考
え､ 自らで語るという人間の基本的な権利を
行うことなのである。そして、それは個人の
権利であるとともに、言語を媒介とする言語
共同体の権利でもある。
　これまでみてきたように、自らの言語を使
用し言語の持つ知の体系にアクセスすること
はその言語共同体に属する者の権利であると
言えた。これを言語権と称することもできる。
人間は共同体を作り生活をする。この中で言
語は欠かすことができない意志伝達、思考媒
体であり、知の集積でもある。言語は民族を
象徴する存在でもある。国際法では言語に関
する権利が規定されており、言語が共同体を
維持する要素としてあることが認められてい
る。それゆえ、いかなる少数言語集団に対し
ても言語権が認められ、国家はその保護と維
持のための効果的な措置が求められている。
アイヌ民族のような先住民族で言語の存続が
危機的な状況におかれている集団に対しては、
なお一層の保護普及の言語政策が国家に求め
復興）の手立てを講じることが求められるこ
とになる。同時に第14条では教育の権利につ
いて独自言語での教育の実施が権利であるこ
ととされる。しかし、アイヌ語のようにすで
に衰退し日常的に使われていない民族言語で
は、該当言語での教育はできない。その意味
ではこの条例は無意味であるが、先の第13条
との連関から考えれば、独自言語で教育がで
きるように言語を復興させる教育を権利とし
て認めていると考えることが順当である。こ
こでも国の効果的な措置が求められている。
　言語権を考えることは、一方では、あらゆ
る言語の平等化を求めているものであるが､
他方では、小規模な言語共同体に属する人々
が、自らの言語を使い､ 自らを語ることの意
義を見出すことでもある。自らの言語の読み
書きができ､ その言語を用い自由に考え､ 新
たなものを生み出すということは、識字問題
とも重なり､ ユネスコの提唱する学習権の広
がりの中に位置付けることができる。自らの
言語を学習することは大言語を使用する人々
にだけ認められているものではない。あらゆ
る言語の人々にとって開かれているものであ
る。母語の使用が差別されたり、使用が制限
されたりすることは、社会的な差別のみなら
ず､ 思想や感情という人間の内面への抑圧と
なっている。大言語の圧力により小規模な使
用人口しかない言語や危機的な状況にある言
語を使う人々の中には、母語の乗り換えが起
きている。しかし､ そうした人々にとっても
民族言語は､ 大きな意味を持つ。民族言語が
日常的なコミュニケーション言語として使わ
れなくなっていても、宗教的儀礼や伝統的歌
舞や文芸という限定された空間や分野では欠
かせないものである。地名や動植物について
の知識などこれまでの生活の中で蓄積された
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られていく。日本国内におけるアイヌ語のあ
り方は、国やアイヌ民族の中で模索されてい
くものではあるが、これを研究目的の文化財
として扱うのではなく、社会的な有効性を有
した生きた言語として普及を念頭に置いた教
育、文化、社会政策が求められる。アイヌ語
は危機言語状態から脱するか否かは、その政
策にかかっていると言えるだろう。
結
　これまでアイヌ語のあり方について考察し
てきた。Ⅰではアイヌ民族の人々にとってア
イヌ語がどのような存在であるのかを「北海
道アイヌ生活実態調査」の事例から考えた。
それによれば、アイヌ語の認知度は高いのだ
が、実際にアイヌ語を理解し使用したりでき
る人の割合はきわめて低いことがわかった。
しかし、アイヌ語の習得に関しては半数以上
の人が学ぶ意志を持っており、消滅の危機に
瀕する言語といわれるアイヌ語でも学習し獲
得しようとする潜在的学習者がアイヌ民族の
人々のなかに多くいることがわかった。
　それを受けⅡでは、実際の学習方法を検討
してみた。アイヌ文化振興法の制定に伴って、
アイヌ語学習の条件整備は進んでいるように
思えた。しかし、法制定以前から道内各地で
実施されていた地域的なアイヌ語学習機関で
ある、いわゆるアイヌ語教室が社会問題を機
に見直しがなされた。行政からの指導により
アイヌ用語学習講座とされ、その学習内容も
儀式等文化財保護を目的とするアイヌ語学習
に限られることとなった。これにより今まで
行われていた日常会話や文学的な表現などの
聞き取りなどの学習は行うことができなく
なった。民族言語の復興、普及、進展という
アイヌ語再生の観点からはきわめて遺憾な状
況にあると言える。また北海道外での学習は
機会も方法も限定的と言わざるを得なかった。
学校教育でのアイヌ語学習に関しても考察を
試みたが、多文化教育的観点や日本の伝統文
化教育という観点からは展開の可能性がある
ことを示した。しかし、ここでも全国的にア
イヌ語の認知度を高め、普及させるという点
では課題があると考えられた。
　そしてⅢでは、アイヌ語学習の重要性を言
語共同体の言語権という観点から考えた。ア
イヌ民族にとってアイヌ語はすでに母語では
なく民族的な帰属性の象徴という意味が大き
い。これまで蓄積されてきたアイヌ語の知の
蓄積へアクセスするためにもアイヌ語学習が
不可欠であることを示した。そして、国際法
の中で言語への権利が認められる背景には、
言語共同体の存立があらゆる人間集団に認め
られる権利であることに裏打ちされているこ
とを示した。大言語、大民族に圧迫されなが
らも少数民族や先住民族は言語が守られ維持
されるものであることは、人間存在にかかわ
る問題である。このことより先住民族である
アイヌ民族の言語も、国家の支援により維持
発展がみられるように措置されることが求め
られていることを示した。
　日本政府がアイヌ民族を公式に少数民族と
認めたのは1991年のことである。つまり、そ
れまではアイヌ民族を出自とする人々は既に
同化して日本社会のなかに溶け込んでしまっ
ており、識別することができないとしていた
のが公式な見解であった。このころアイヌ語
の母語話者は多数存命していた可能性が高く、
的確な手を打っていれば、アイヌ語の状況は
現在よりも好転していたのではないかと推測
される。2007年の「先住民族の権利に関する
国際連合宣言」を受け、それに賛同した日本
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的に作用するものと考えられる。
　アイヌ語についての言語権はアイヌ民族が
保持する権利であり、その運用はアイヌ民族
自身に任されて行くものであろう。国や行政
がアイヌ語のあり方を一定の方向に限定し規
定していくことは、今緊急に必要とされるア
イヌ語再生活動の動きを阻害することになり、
アイヌ民族のもつ言語権の侵害に当たること
になる。あくまでもアイヌ語をどのように位
置づけ、何を目的として進展させていくかを
決定するのはアイヌ民族の権利としてある。
国や行政はそれを支援する効果的な政策を進
めることが求められるのである。
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は、その社会的影響力が増し、普及にも効果
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